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研究成果の概要（和文）：「条件不利家族」は子育ち･子育てにおいて様々な課題を抱えているが、

当該家族の視点に立った子育て支援ネットワークは不利な条件をカバーする上で有益である。

本研究では、フォーマルなサービスとインフォーマルなサポートの連携のあり方に着目して、

ネットワークの実態調査、また、類型化･評価も試みた。フォーマルなサービスとインフォーマ

なサポートは代替的なものというより、相補的なものであることが明らかとなった。 

  
研究成果の概要（英文）：Childcare supportive networks benefit both parents and children 
in socioeconomically disadvantaged families. The purpose of this study is not only to 
investigate childcare supportive networks but also to classify and evaluate them. The 
study revealed that informal supports increase in amount with the increase of formal 
services, although formal services and informal supports are complementary. 
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１．研究開始当初の背景 

(1)児童虐待や育児不安の増加等の家族の

育児力低下の顕在化を背景として、今日の日

本では、社会による子育ち・子育て支援への

期待が大きくなっている。とくに、「条件不

利家族」（子育ち・子育てに関して不利な立

場にある家族、具体的には、大人から子ども

への暴力が発生しやすい家族、あるいは、外

国人・貧困・障害等の理由によって育児困難

に陥りやすい家族）を対象とした子育ち・子

育て支援の充実は緊急課題である。「条件不

利家族」の子育ち・子育て支援の具体的方策
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のひとつとして、地域を基盤とした子育ち・

子育て支援ネットワーク（以下、「ネットワ

ーク」と略す）の構築が進められつつある。 

 

(2)これらの「ネットワーク」は、行政機関

や専門職というフォーマル・セクターが主導

して形成されているものもあれば、福祉 NPO

や地縁型団体・組織というインフォーマル・

セクターが主導して創出されているものも

あるが、重要な点は、フォーマル・セクター

とインフォーマル・セクターとの有機的な連

結の有無であると考えられる。 

 

(3)これら「条件不利家族」を対象とし

た「ネットワーク」構築は、狭義の社

会福祉・保育・教育といった枠組みを

こ えた 広範 な分 野で の取 組が 求めら

れる実践課題である。また、学術研究

においても、従来の枠組みにとらわれ

ない「ネットワーク」の理論的検討や

分析・評価指標の開発を発展させる必

要があると考えられる。 

 

(4)申請者は、「条件不利家族」の「ネ

ットワーク」構築に向けて努力する社

会福祉分野及び保育・教育分野の専門

職、地方自治体の関連職員、加えて、

子育て支援 NPO 担当者等を会員とす

る研究会を開催している。そこでの研

究交流・助言・支援を通して、トップ

ダウン型「ネットワーク」の課題・限

界 の存 在と とも に、 ボト ムア ップ型

「ネットワーク」の可能性を強く意識

するようになった。 

 

(5)愛知県や名古屋市をはじめとした

地 方自 治体 の次 世代 育成 支援 計画策

定委員や子育ち・子育て支援調査に参

画する中、学術的支援の充実が「ネッ

トワーク」の有効性の検証や改善・向上に不

可欠であることを実感した。 

 

(6)研究の一貫として、海外（イギリスや韓

国等）における「条件不利家族」の子育ち・

子育て支援策と比較を試みた結果、日本の独

自性として「ネットワーク」に地縁型団体・

組織が関与することが浮かび上がった。 

 

２．研究の目的 

(1)「条件不利家族」としての対象を具体的

に把握することである。筆者が子育ち・子

育てに関して不利な立場にある家族を「条

件不利家族」と名付けるのは、子育ち･子育

て支援において、社会が最優先して取組む

べき対象範囲を設定することで、最も社会

による子育ち・子育て支援を必要としてい

る層が抜け落ちるのを回避することができ

ると考えたからであるが、それらの家族の

実態を明らかにすることである。 

 

(2)地域を基盤とした子育ち・子育て支援ネ

ットワーク、すなわち、「ネットワーク」

に関する先行研究を整理することである。

多義的に使用されるために曖昧になりがち

なネットワーク概念を整理するとともに、

「ネットワーク」についての先行研究を踏

まえ、本研究に妥当な「ネットワーク」の

分析方法を引き出すことである。 

 

(3)「条件不利家族」の子育ち･子育てを支

援対象に含む「ネットワーク」が構築され

ている場合、当該の「ネットワーク」はど

のような構造と機能を備えているのかを把

握することである。「ネットワーク」の形

成・創出プロセス（行政主導/専門家主導/

市民・住民主導/当事者主導）、構造（垂直



 

 
 

型/水平型、閉鎖型/開放型）や機能（防止/

発見/ケア）について解明することをねらい

とした。 

 

(4)「ネットワーク」の構造と機能の分析に

とどまらず、「ネットワーク」の類型化を

行うための基礎データを収集することであ

る。 

 

(5)「条件不利家族」の子育ち・子育て支援

策として構築されている「ネットワーク」

が見いだされた場合、それが有効であるか

どうかについて、その成果（アウトプット）

についての検証がどのように実施されてい

るかについて把握することである。 

 

３．研究の方法 

(1)文献調査によって、本研究のキーワード

である「条件不利家族」と「ネットワーク」

の概念整理をおこなう。子育ち・子育てに関

して不利な立場にある家族を「条件不利家

族」と名付けることの研究上の意義、そして

本概念を適用する家族の対象範囲を明らか

にする。 

 

(2)名古屋市を調査フィールドとして、個別

面接調査およびネットワーク会議等への参

与観察法によって、「ネットワーク」の実態

調査を進める。 

 

(3)｢条件不利家族｣の課題に対応し、時に「ネ

ットワーク」の構築・運用を主導･関与して

いる行政機関、専門職、中間支援 NPO の担当

者、地縁型団体・組織の代表者からの情報収

集とともに、これらのメンバーによる調査実

施への協力も依頼する。これらのメンバーを

通して、「ネットワーク」に参画している他

のメンバー、また、「ネットワーク」による

被支援者の「ネットワーク」に対する意向を

把握するための調査を実施する。 

 

(4)研究会方式によって、「ネットワーク」に

関与しているメンバーとの連携のもとに調

査を進めることに留意する。これらの研究協

力者に調査目的を理解してもらうための機

会を設けたうえで、調査への協力を依頼する。 

 

４．研究成果 

(1) 「条件不利家族」の先行研究については、

国内研究では、概念化、もしくは、テーマに

含めている研究は見いだせなかった。一方、

海 外 研 究 で は 、 障 害 児 を 含 む 家 族 を

handicapped family、貧困やひとり親などの

社会経済的条件が子育ち･子育ての不利な条

件に陥る可能性を持つ家族を disadvantaged  

family として概念化して考察の対象として

いる研究を見いだすことができた。 

 

(2) 「ネットワーク」の先行研究については、

国内研究･海外研究ともに、一定の蓄積がみ

られた。また、国内研究については次のよう

な点が明らかとなった。｢育児ネットワーク｣

というタームを含む場合、母親を取り囲む直

接･間接の社会的資源、いわゆるソーシャ

ル・サポート・ネットワークがどのように母

親の育児ストレスや育児不安の低下に役立

つかという問題意識のもとでの研究が多く

みいだされた。つぎに、｢育児支援ネットワ

ーク｣というタームを含む場合、育児期の母

親を中心とした支援ネットワークを対象と

するものが多い点は｢育児ネットワーク｣と

共通点が見られたが、こちらは、いずれも医

療･看護分野の文献という特徴が見いだされ

た。さらに、「子育て支援ネットワーク」と

いうタームを含む場合、21世紀になってから

発表された文献が多い。また、｢育児ネット



 

 
 

ワーク｣と同様に母親を中心としたネットワ

ークを対象としている文献もあるが、大方は、

市町村や小学校区などの地域範囲を基盤と

して、子育て支援センターや児童館などの支

援機関･団体もしくは子育ての支援者のつな

がり･協働の実態や課題を把握･分析すると

いう内容である。また、すべての親子を前提

とした子育て支援を対象としたネットワー

クの検討が中心となっている。 

 

(2)2004（平成 16）年には、虐待防止ネット

ワークが、「要保護児童対策地域協議会（子

どもを守る地域ネットワーク）」として法制

化され、この法制化の前後において、要保護

児童対策地域協議会をどのように機能させ

るかについての先行研究が見いだされる。 

 

(3)子育て支援活動や支援ネットワーク構築

は、すべての子育て家庭を対象として、育児

不安の軽減による虐待の事前予防・早期発見

のねらいがあるものの、実践や調査結果から

は、結果として、リスクが高い子育て困難家

庭は「ネットワーク」の網の目から抜け落ち

がちである。そして、「ネットワーク」の対

象として含まれないままに、深刻な虐待など

が起こった後にはじめて、事後的に社会的支

援の対象になる場合が多いことが把握され

た。 

 

(4)名古屋市調査の結果からは、フォーマル

ネットワークとインフォーマルネットワー

クは代替的なものというより、相補的なもの

であることが明らかとなった。 

 

(5)研究会メンバーによる発表内容を基礎に

して、115 頁の報告書を作成した。調査に協

力していただいた方々に対して､結果を発信

することで、｢ネットワーク｣に関与する現場

に貢献できる可能性がある。 
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